
　２　施策の目的と成果把握

26年度

◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　 △目標を未達成（95％未満）
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成り行き値

％行政（市）に対する市民の信頼度

成り行き値

実績値

実績値

組織の数

13/(6)/106/255

201

13/(5)/87/221

△

103%

13/(5)/86/221

54.1C

結果

結果

単位 区分

達成率

目標値部局/（総合支
所）/課/ｸﾞﾙｰﾌﾟ

等

目標値

目標値

達成率

③ 意図
　（この施策によって対象をどう変えるのか）

13/(5)/86/221

13/(5)/75/190

82

207

27年度

229

28年度② 対象指標　（対象の大きさを表す指標） 29年度

見込み値 13/(5)/75/19013/(5)/82/210 13/(5)/77/200部局/（総合支所
）/課/ｸﾞﾙｰﾌﾟ等 12/(5)/86/211

1,163

1,207

スリム化が図られ、行政サービスの質が高まり市民の信頼を得られる

実績値

1,175

1,168

209 219

実績値

見込み値

24年度 25年度

233

△

60.3

90%

60.0 54.6

97%

A
11/70/180 11/70/180

④ 成果指標　（意図の達成度を表す指標）

人
見込み値 1,201

職員の数

66.063.2

13/(5)/86/221

51.8

11/70/18013/(5)/77/200

51.8

13/(5)/86/221

11/70/180

51.851.8

△

13/(5)/86/221

29年度

249

287

239

276

28年度

定員適正化計画に基づく職員の減員数
※累計

結果

成り行き値

人

達成率

実績値

総務課、企画政策課、共生協働推進課、情報政策課、市民課、（市民サービスセンター）

2

C

実績値 13/(5)/87/221 

B

政策
体系

A

信頼される行政経営の推進

平成 25 施策マネジメントシート１（後期基本計画）　

施 策 主 管 課

施策主管課長名

政策名

組織数（部、課の数）

施策
関係課名

　「健全な財政運営の推進」施策及び「市民と行政による情報の相互活用」の両施策と行政改革を一体的に進め、成果を向上を図る。なお、改革を実施する際
は、人材育成を同時に進めるなど、スリム化等による弊害が生じないよう万全を期する。

① 対象
　　（この施策は、誰、何を対象としているのか）

市の組織

25年度 26年度 27年度
24年度

(H25.4.1)
11/(5)/80/200

政策No.

施策名施策No.

年度

区分単位

　１　基本計画期間（平成25年度～平成29年度）における施策の方針

7

○ ○

1,132 1,121

240

1,147

新たな行政経営によるまちづくり 行政改革推進課

茶圓　一智
重点
施策

51.8

11/(5)/80/200 13/(5)/82/210

13/(5)/86/211

90%

41.5

100%

○

達成率

目標値

実績値

成り行き値

達成率

結果

成り行き値

結果

⑤ 成果指標の測定方法　（実際にどのように実績を把握するか）

E 実績値

目標値

Ａ　定員適正化計画に基づく職員の減員数
※累計
Ｂ　組織（部局/（総合支所）/課/グループ等）の数
※組織の削減数（行政改革推進課データ）
※達成率はグループ等の数（毎年４月１日付けの数）で算出
Ｃ　行政（市）に対する市民の信頼度
※総合計画進行管理に係る市民意識調査

　 「定員適正化計画に基づく職員の減員数」については、平成18年４月１日現在
の職員数1,408人から、「霧島市定員適正化計画（第２次）」で目標として掲げた平
成28年４月１日現在の職員数1,132人（減員数276人）を基に、平成29年４月まで
に287人以上（平成28年の定年退職者、新規採用者を見込む。）の減員を目指
す。

91%

⑥ 平成29年度の目標値設定の考え方

　「組織の数」については、「霧島市組織機構再編計画（第２次）」で目標として掲
げた「総合支所・分庁方式」から「本庁方式」への移行を行うとともに、部局等の統
廃合を行い、概ね11部局70課180グループ等を目標値とする。

A

B

　「行政（市）に対する市民の信頼度」については、市民意識調査（平成19年度）
において、「市の組織や提供される行政サービスに対して信頼できる」あるいは
「どちらかといえば信頼できる」と答えた市民の割合は40.1％であったが、平成23
年度の調査では51.9％となり、過半数の市民の信頼を得ている。今後は、市民の
概ね３分の２の信頼を得られるような行政サービスの遂行に努め、平成23年度実
績値の51.9％から14.1ポイントの成果向上を目指す。

C
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 ① この施策の役割分担をどう考えるか（協働による市民と行政の役割分担）

A

B
C
D
E

① ④

② ⑤

③ ⑥

■本庁と総合支所の役割分担をより明確にした上で、「霧島市組織機構再編
計画（第２次）」に基づいて引き続き組織の再編を進める。
■行政ニーズに的確かつ柔軟に対応できる職員を育成するとともに、組織とし
ての総合力を高めるために、階層別の研修を実施する。
■行政評価を活用し事務事業の再編・整理、廃止・統合及び民間委託等の推
進を図り業務の見直しを行う。
■職員の能力開発を図るために、人事評価制度を本格実施する。
■内部情報システムの導入を進める。

 ７ 平成26年度に向けた施策の課題・方向性

■「霧島市組織機構再編計画（第２次）」に基づき、「本庁方式」を見据えた組
織・機構の再編を検討する。
■行政ニーズに的確かつ柔軟に対応できる職員を育成するとともに、組織とし
ての総合力を高めるために、階層別の研修を実施する。
■行政評価を活用し事務事業の再編・整理、廃止・統合及び民間委託等の推
進を図り業務の見直しを行う。
■人事評価の精度を高め、職員の能力開発を図る。

 ６ 平成25年度の施策の取組方針

 ③ 平成24年度施策の目標値と実績値の比較  ④ 平成24年度施策の成果指標の達成状況及び要因

結果

 ⑤基本事業の
　　　　目標達成度

　　　○＝すべての目標値を達成　　△＝一部の目標値を達成　　×＝すべての目標値を未達成

（平成24年度目標と
　　　　　実績との比較）

 ③ この施策に対して市民（対象者、納税者、関係者等）、議会からどのような意見や要望が寄せられているか？

 ① 平成24年度施策の取組方針  ② 平成24年度施策の取組方針の達成状況

　５　施策の現状

■　平成21年３月議会での行財政改革調査特別委員会最終報告で、
①職員減に対し、本庁及び総合支所を含む組織機構の大胆な再編、変革が必要
②総合支所は、地域特性や財政状況、定数削減等を十分考慮し総合支所の機能のあり方も含めて機構改革を積極的に進めるべき。
③今の状態を充実強化した形で、総合支所をきちんと残すべき。
④人材育成を図り、職員一人一人の資質の向上を目指すべき。
との報告があった。

■　平成21年４月に行政改革推進委員会から霧島市の組織のあり方に対する意見書で、
①将来的には本庁方式へ移行せざる得ない、総合支所における生活に直結した申請等の最小限の受付窓口については、今後も保持していくべき。
②現在の分庁体制により生じている連携体制、事務の効率等の問題解決にも取り組むことが必要
③職員の意識、資質の向上が必須で今後とも人材育成への積極的な取り組みが必要
との報告があった。

■価値観や生活スタイルの多様化に伴い行政サービスに対する市民ニーズが更に多様化してくる。
■少子高齢化の進行などの社会情勢の変化や合併特例による交付税額の段階的削減を控え、これまで以上に効果的で効率的な行政経営の取り組みが求
められる。
■県は10万人以上の都市を地域中核都市と位置づけており、県土の均衡ある発展を図るための核としての役割を期待され、従来以上の権限や業務が移譲さ
れてきたが、さらに平成23年度公布の地域主権一括法により義務付け・枠づけの見直しと条例権の拡大や権限移譲が行われる。

■平成23年３月に策定した「霧島市行政改革大綱（第２次）」に基づいて、行政改革を推進する必要がある。
■大幅な歳入減が予想される中、限られた職員でより効果的・効率的な行政経営を行うため、事務事業の見直しや組織再編を進める必要がある。
■行政ニーズに的確かつ柔軟に対応できる、職務遂行能力の高い人材を育成する必要がある。

　目標達成           ◎ 105％以上
　目標をほぼ達成 ○　95％～105％未満
　目標を未達成　  △  95％未満

平成24年度成果指標

      イ）市民（住民、事業所、地域、団体等）の役割

平成
施策名

達成率

　４　施策の特性・状況変化・住民意見等

■効果的で効率的な組織・機構の構築
■定員管理、給与及び福利厚生事業等の適正化
■人材育成の推進
■事務事業の再編・整理、廃止・統合（民間委託の推進、電子自治体の推進）

■市民意識調査（市民ニーズや行政サービスの成果把握のためのアンケート）
や広聴活動などへの協力
■市が行う活動に関心を持ち、適正な行政サービス執行がなされているか監視
する。

実績値目標値

 ② 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどのように変化しているか、更に今後どう変化するか？

信頼される行政経営の推進7
　３　基本計画期間で解決すべき施策の課題(総合計画書より)

25 年度 　施策マネジメントシート2（後期基本計画）　

       ア）行政の役割
（市がやるべきこと、県がやるべきこと、国がやるべきこと）



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

　４　平成24年度基本事業の取組方針 　５　平成24年度基本事業の取組方針の達成状況

　６　平成24年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

■行政評価の精度を向上させるため、事務事業評価や事務事業の改
革・改善についての研修会を実施するとともに、行政評価システムの電
算化を検討する。
■指定管理者制度の未導入施設について、施設担当課と制度導入に
ついて検討を行う。
■保健福祉施設の民間譲渡について、集中改革プランで進行管理を行
う。

■行政評価の精度を向上させるため、事務事業評価や事務事業の改革・改善
についての研修会を実施する。
■指定管理者制度の未導入施設について、施設担当課と制度導入について
検討を行う。
■保健福祉施設の民間譲渡について、集中改革プランで進行管理を行う。

　７　平成25年度基本事業の取組方針 　８　平成26年度に向けた基本事業の課題・方向性

110

157

159

100%

Ｃ
廃止・統合された事務事業の
数（累計）

事業

指定管理者導入施設件数
等
（当該年度４月１日時点）

0

目標値 25

Ａ

民間へ譲渡を行った施設の
数（累計）

施設
民間譲渡を行った施設の数
（累計）

民間への委託等を行った施
設の数（指定管理者・累計）

施設

Ｂ

2

行政評価に基づいて廃止し
た事務事業の数（累計）

結果 ○

結果

達成率

00

成り行き値

単位

0

21

30

100%

25

25 年度 基本事業マネジメントシート（後期基本計画）　

市の担うべき役割の重点化7-2-1 基本事業名
基本

事業№

③意　図

28年度

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

①成果指標名

②対　象 市が行う業務 行政の担うべき役割分担に基づき重点化される

　
　行政評価を活用した事務事業の再編・整理や廃止・統合を進めるとともに、業務の民間委託等を推進し、行政が担うべき役割の重点化を図る。

達成率

　１　基本事業の目的、取組み方針

00

A　「民間への委託等を行った施設の数」の目標については、25年度は現在の導入準備の状況を勘案し、26年度以降は毎年１施設の導入を目標とす
る。
B　「民間へ譲渡を行った施設の数」の目標については、「霧島市保健福祉施設民営化実施計画」による。
C　「廃止・統合された事務事業の数」の目標については、直近（平成23年度）の事務事業行政評価結果により設定した。

実績値

成り行き値

結果

35

4

Ｄ

目標値

○
成り行き値

実績値

達成率

実績値

21

37

21

実績値

目標値

③数値
   区分

288

24年度 25年度

結果

成り行き値

160

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

10

0

△

平成

160

施策名

②成果指標の測定方法

基本事業
主担当課

7

164163

159 159

目標値

達成率 55%

信頼される行政経営の推進

161

2

27年度26年度

行政改革推進課

29年度
（目標年度）

159

162

159

6

41

21

39

21
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　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

成り行き値

目標値

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

実績値

結果

Ｄ

　８　平成26年度に向けた基本事業の課題・方向性

A　組織の数の目標値は、「霧島市組織機構再編計画（第２次）」を基に、現在の約２割削減を目標値に設定した。
B　「迅速で的確な行政サービスが提供されていると思う市民の割合」の目標値については、組織のスリム化や効率的な業務の執行により、現在、約半数
である「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」と答えた方の割合を、直近の動向を勘案しながら全体の66％の支持が得られるよう目標値を設定した。

　５　平成24年度基本事業の取組方針の達成状況

　７　平成25年度基本事業の取組方針

　４　平成24年度基本事業の取組方針

13/(5)/87/221

11/70/180

66.0

51.1

■定員適正化計画による職員数の削減を図りながら、限られた職員数に
よる効果的で効率的な組織を構築するために、組織機構再編計画に基
づき組織機構の見直しを行う。
■「本庁方式」への移行に向けた調査・研究を行う。
■市民の利便性の向上を図るため総合窓口の検討を行う。また、事務事
業の効率化を図るために、基幹系電算システム等の円滑な運用・管理を
行うとともに、財務会計システム等の内部情報系システムの再構築を行
う。

■定員適正化計画による職員数の削減を図りながら、限られた職員数による効
果的で効率的な組織を構築するために、組織機構再編計画に基づき組織機
構の見直しを行う。
■「本庁方式」への移行に向け、テレビ会議システムなど市民サービス向上に
向けた調査・研究を行う。
■市民の利便性向上や事務事業の効率化を図るために、基幹系電算システム
等の円滑な運用・管理・更新を行う。また、番号制度導入に係る基幹系電算シ
ステムへの影響について調査研究を行い、システム構築を進めるとともに、内
部情報系システムの円滑な運用、管理を行う。

　６　平成24年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

信頼される行政経営の推進

29年度
（目標年度）

13/(5)/75/190

基本事業
主担当課

効果的で効率的な組織・機構、業務の構築
行政改革推進課

情報政策課

②成果指標の測定方法

13/(6)/106/255

38.8

③数値
   区分

13/(5)/87/221

11/(5)/80/200 13/(5)/82/210

25年度

13/(5)/87/221

13/5/(77)/200

市の組織、業務

24年度

③意　図

単位①成果指標名 28年度

12/(5)/86/21113/(5)/87/221

58.055.0

△

85%

平成 25 年度 基本事業マネジメントシート（後期基本計画）　

Ａ

部/（総
合支

所）/課
/ｸﾞﾙｰ
ﾌﾟ等

Ｂ

目標値

結果

迅速で的確な行政サービスが
提供されていると思う市民の
割合

結果

市民意識調査

達成率

成り行き値 51.1

実績値

2

△

90%

60.0

51.1

7

51.1

施策名

・スリム化が図られる
・効果的、効率的な行政サービスを提供できる

27年度26年度

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

　限られた人材・財源を有効に活用するため、「霧島市組織機構再編計画（第2次）」に基づき組織の見直しを行う。

　１　基本事業の目的、取組み方針

②対　象

基本
事業№

7-2-2

達成率

実績値

結果

実績値

達成率

Ｃ

％

目標値

成り行き値

達成率

基本事業名

目標値

毎年4月1日付けの数

100%

組織の数

成り行き値

○

13/(5)/87/221 13/(5)/87/221

11/70/180

64.0

51.1

61.0

51.1



-

　２　基本事業の指標等の推移 ◎目標達成（105％以上）　　○目標をほぼ達成（95％～105％未満）　△目標を未達成（95％未満）

職員を対象とした意識調査

成り行き値

結果

目標値

70.0

○

103%達成率

■課長以下全職員の人事評価制度を本格実施する。
■公務員・社会人としての基礎的な研修を実施するとともに、向上心や
自主性のある職員を国・県等へ派遣することにより、行政運営の核となる
人材の育成を目指す。
■安心して働ける職場環境を整備するために、健康診断、健康相談、メ
ンタルヘルス研修など各種職員厚生事業を実施する。
■特定事業主行動計画の積極的な取組を行う。

　８　平成26年度に向けた基本事業の課題・方向性

■評価結果を振返りながら、よりよい能力評価・人材育成につなげる。
■公務員・社会人としての基礎的な研修を実施するとともに、向上心や自主性
のある職員を国・県等へ派遣することにより、行政運営の核となる人材の育成を
目指す。
■安心して働ける職場環境を整備するために、健康診断、健康相談、メンタル
ヘルス研修など各種職員厚生事業を実施する。
■特定事業主行動計画の積極的な取組を行う。

A　「職員が市民の立場にたった対応を行っていると思う市民の割合」の目標値については、平成23年度の市民意識調査で「そう思う」、「どちらかといえ
ばそう思う」と答えた市民の割合43.1％を、「霧島市人材育成計画（第２次）」の推進や行政経営システムの確立により、市民の半数の支持を得られるよう
設定した。
B　「安心して働ける環境ができていると思う職員の割合」については、平成23年度のアンケートがメンタルヘルスに限定した設問であったことから、平成
22年度以前の設問に戻しアンケートを実施し、平成29年度の目標を約８割とし、年２％の伸びとすることとした。

　７　平成25年度基本事業の取組方針

　５　平成24年度基本事業の取組方針の達成状況　４　平成24年度基本事業の取組方針

職員

　６　平成24年度基本事業の成果指標の達成状況及び要因

　３　基本計画期間における基本事業の目標設定の根拠

達成率

Ｂ
安心して働ける環境整備がで
きていると思う職員の割合

％

Ｃ

施策名

実績値

成り行き値

％

25 年度 基本事業マネジメントシート（後期基本計画） 7

市民意識調査

単位

　１　基本事業の目的、取組み方針

24年度

③意　図

76.072.070.0

達成率

結果 △

88%

実績値

68.0目標値

①成果指標名 ②成果指標の測定方法 27年度26年度
③数値
   区分

Ａ
職員が市民の立場にたった対
応を行っていると思う市民の
割合

実績値

50.0

70.0

信頼される行政経営の推進

29年度
（目標年度）

　①基本計画期間における取り組み方針　(総合計画書より)

　「霧島市人材育成計画（第2次）」に基づき、市民の信頼関係を高めるため、対人感受性や対人能力を重視した人材の育成に努める。

2
基本事業
主担当課

目標値

平成

成り行き値

65.0

46.0 47.0 49.0

43.135.5

44.0

43.143.1 43.1

48.0

総務課
基本

事業№
7-2-3 基本事業名

・行政ニーズに的確かつ柔軟に対応できる職員が育成される
・働きやすい環境が整う

人材育成の推進

②対　象

25年度 28年度

70.0

50.0

43.1

70.070.0

74.0 78.0

70.0

結果


